
   寄居町犯罪被害者等日常生活支援事業実施要綱  

 （趣旨） 

第１条 この告示は、寄居町犯罪被害者等日常生活支援事業（以下「支援事

業」という。）の実施に関し、寄居町犯罪被害者等支援条例施行規則（令

和３年寄居町規則第２号。以下「規則」という。）第１３条に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （支援対象） 

第２条 支援事業の対象者（以下「対象者」という。）は、町内に居住する

者で、犯罪被害者等その他町長が必要と認めるものとする。 

２ 対象者が２人以上あるときは、世帯ごとに実施することとする。 

（支援の制限） 

第３条 町長は、対象者が規則第４条第１項各号のいずれかに該当するとき

は、支援事業を実施しない。ただし、対象者と加害者との関係その他の事

情から判断して、支援事業を実施することが社会通念上適切であると町長

が認めるときは、支援事業を実施する。 

 （実施方法） 

第４条 支援事業は、町が社会福祉法人寄居町社会福祉協議会（以下「受託

者」という。）に委託して実施するものとする。  

 （支援時間等） 

第５条 支援事業は、同一世帯への限度を３０時間とし、実施時間は１時間

を単位とする。  

（支援の内容） 

第６条 支援事業は、受託者が実施するよりいふれあいサービス事業実施要

綱（平成７年４月１日から施行）第１０条第１項各号に規定する内容とす

る。ただし、受託者において受託不能な支援事業についてはこの限りでは

ない。 

 （支援申請） 

第７条 支援事業を利用しようとする対象者（以下「申請者」という。）は、

犯罪被害者等日常生活支援事業利用（変更）申請書（様式第１号）に次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる書類を添えて、

町長に提出しなければならない。 

⑴ 犯罪被害者が死亡し、その家族又は遺族が支援を受けようとする場合 

 ア 犯罪被害者の死亡診断書又は死体検案書 

 イ 申請者の住民票の写し 

ウ 申請者と犯罪被害者との続柄を明らかにすることができる戸籍謄本

又は戸籍抄本 

 エ 犯罪被害を受けた者が当該犯罪被害を受けたときに町内に住所を有

していたことを証する住民票の写し 



 オ 申請者が犯罪被害者と婚姻の届出をしていないが、犯罪被害者の死

亡の当時事実上婚姻関係と同様の事情にあった者であるときは、その

事実を認めることができる書類 

カ アからオまでに掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 ⑵ 傷害を負った犯罪被害者が支援を受けようとする場合 

 ア 傷害を受けた日、傷害の状態及び療養に係る日数に関する医師の診  

  断書 

 イ 犯罪被害を受けた者が当該犯罪被害を受けたときに町内に住所を有  

していたことを証する住民票の写し 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 ⑶ 傷害を負った犯罪被害者の家族又は遺族が支援を受けようとする場合 

 ア 傷害を受けた日、傷害の状態及び療養に係る日数に関する医師の診  

 断書 

イ 申請者と犯罪被害者との続柄を明らかにすることができる戸籍謄本

又は戸籍抄本 

 ウ 犯罪被害を受けた者が当該犯罪被害を受けたときに町内に住所を有

していたことを証する住民票の写し 

 エ 申請者が犯罪被害者と婚姻の届出をしていないが、犯罪被害者の死

亡の当時事実上婚姻関係と同様の事情にあった者であるときは、その

事実を認めることができる書類 

 オ アからオまでに掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、遺族見舞金又は傷害見舞金の支給申請におい

て、同一の書類を提出している場合は、これを省略することができる。 

 （申請の期限） 

第８条 規則第８条の規定は、前条に規定する申請について準用する。  

（利用決定等） 

第９条 町長は、第７条に規定する申請書を受理したときは、速やかに申請

者の生活状況の把握を行うとともに、受託者と支援事業の実施について調

整を行う。 

２ 町長は、前項による調整及び申請内容の審査等により総合的に利用の可

否を決定し、犯罪被害者等日常生活支援事業利用決定通知書（様式第２号）

により当該申請者に通知するものとする。 

３ 町長は、支援事業の利用を決定したときは、速やかにその旨を犯罪被害

者等日常生活支援事業委託通知書（様式第３号）により受託者に通知する

ものとする。 

 （変更） 

第１０条 利用を決定した申請者（以下「利用者」という。）は、利用決定

した申請内容に変更があるときは、速やかに犯罪被害者等日常生活支援事



業利用（変更）申請書（様式第１号）により町長に届け出なければならな

い。 

 （支援事業の中止等） 

第１１条 町長は、利用者が次のいずれかに該当するときは、支援事業の決

定を取り消すことができる。この場合において、既に支援事業が実施され

ていたときは、期限を定めその事業実施に係る費用の返還を求めるものと

する。 

⑴ 利用者が町外に転出したとき。 

⑵ 規則第１１条第１項各号のいずれかに該当するとき。 

２ 町長は、前項の規定により事業実施の決定を取り消したときは、犯罪被

害者等日常生活支援事業決定取消通知書（様式第４号）により通知するも

のとする。 

 （費用負担） 

第１２条 支援事業に係る費用は、町が負担する。 

２ 前項に定める額の上限は、第５条に規定する時間の利用に相当する額と

する。 

 （受託者の留意事項） 

第１３条 受託者は、被害者等の置かれている現状及び支援の必要性につい

て理解を深め、支援事業を実施するに当たっては、二次的被害が生じるこ

とのないよう十分配慮すること。 

２ 受託者は、支援事業の実施において知り得た秘密を適正に取り扱い、個

人情報の保護を徹底すること。 

３ 受託者は、町との連携を図り、支援事業の円滑な運営に努めること。  

 （実施結果の報告） 

第１４条 受託者は、必要な都度又は支援事業が終了したときは、犯罪被害

者等日常生活支援事業実施報告書兼請求書（様式第５号）を提出するもの

とする。 

２ 町長は、前項の通知を受けたときは、その日から１０日以内又は事業を

実施した年度の最終日のいずれか早い日までに事業の完了を確認するため

の検査を行うものとする。 

３ 町は、第１項の通知を受理した日から３０日以内に、受託者に支援事業

実施に係る費用を支払わなければならない。  

 （その他） 

第１５条 この告示に定めるもののほか、支援事業の実施に関し必要な事項

は、町長が別に定める。  

   附 則 

 この告示は、令和４年４月１日から施行する。  

 



様式第１号（第７条関係）                       

 

犯罪被害者等日常生活支援事業利用（変更）申請書 

  

年  月  日 

        

（宛先）         

寄居町長 

 

 

申請者 住 所            

             氏  名         ㊞  

                           連絡先            

犯罪被害者との続柄      

 

 

寄居町犯罪被害者等日常生活支援事業実施要綱第７条の規定により、次の

とおり支援事業の利用を申請します。  

犯 罪 行 為 の 

発 生 し た 日 時 
年   月   日 午前・午後   時   分頃 

犯 罪 行 為 の 

発 生 し た 場 所 

  

  

犯
罪
被
害
者 

ふ り が な 

氏    名 

 

生 年 月 日 

 

住    所 

 

死亡年月日 年     月     日 

犯 罪 被 害 の 

発 生 状 況 

 

 

 

 

負 傷 又 は 疾 病 

の 状 態 
 

取 扱 警 察 署 

（被害届の受理番号） 

         都道府県          警察署 

（      年   月   日  第      号） 



日
常
生
活
支
援 

家 族 構 成 

氏 名 続柄 年齢 備 考 

    

    

    

    

日 常 生 活 

支援が必要

な 事 情 

 

 

 

 

 

利 用 予 定 

期 間 

年   月   日から 

年   月   日まで 

曜 日 及 び 

時 間 
 

希 望 支 援 

□ 調理      □ 衣類の洗濯 

□ 住居の清掃   □ 生活必需品の買い物 

□ その他必要な家事支援 

  （                ） 

備 考 

 

 

 

 

 

【同意確認事項】  

⑴ 犯罪被害の発生状況等、申請に関する必要な事項について、寄居町長が

警察署等の関係機関に確認等を行うことに同意します。   

⑵ 日常生活支援に係る申請内容に虚偽がないことを認め、また本要綱を遵

守し、支援の実施後に虚偽その他不正な手段による申請等であったと町長

が認めた場合には、支援の実施にかかった費用を返還することに同意しま

す。  

       

年  月  日                       

氏名  



別紙 

 

犯罪被害者等日常生活支援事業に係る情報提供に関する同意確認書  

 

 私は、寄居町へ相談・提供した寄居町犯罪被害者等日常生活支援

事業の実施に必要な情報について、  

□ 寄居町社会福祉協議会  

□ 寄居警察  

□ その他関係機関（                    ）  

へ提供することに同意します。  

 

           年   月   日  

 

        署 名  

 

  



様式第２号（第９条関係）                       

 

犯罪被害者等日常生活支援事業利用決定通知書 

 

年  月  日 

 

         様 

 

 

寄居町長         印  

 

 

     年  月  日付けで申請のあった犯罪被害者等日常生活支援事

業について、下記のとおり決定しましたので、通知します。 

 

記 

 

   １ 利用可とします。 

 

 

 

   ２ 利用不可とします。 

    理由等 

 

 

 

 

  



様式第３号（第９条項関係）                      

 

犯罪被害者等日常生活支援事業委託通知書 

 

年  月  日  

 

         様 

 

 

寄居町長         印  

 

 

     年  月  日付けで（申請者）から申請のあった犯罪被害者等

日常生活支援事業については、利用可と決定し、事業を実施することとなり

ましたので、通知します。 

 

 

  



様式第４号（第１１条関係）                      

 

犯罪被害者等日常生活支援事業決定取消通知書 

 

年  月  日 

          

         様  

 

 

寄居町長         印  

 

 

     年  月  日付けで申請のあった犯罪被害者等日常生活支援事

業の実施について、下記の理由により、その決定を取り消すこととしました

ので通知します。  

  

記 

 

理由  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第１４条関係）                      

 

犯罪被害者等日常生活支援事業実施報告書兼請求書 

 

年  月  日  

 

（宛先） 

寄居町長 

 

 

                        印  

 

 

犯罪者被害者等日常生活支援事業実施要綱第１４条の規定により、次のと

おり請求します。 

 

１ 請求額及び振込先 

請 求 金 額              円  

見
舞
金
の
振
込
先 

金融機関名    

支 店 名    

預 金 種 別         普通 ・ 当座 

口 座 番 号    

フ リ ガ ナ    

口座名義人    

 

２ 利用実績 

支援事業の内容 利用月日 
利用時間 

（時間） 

利用料相当額 

（円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 利用に関する事項 

  □ 利用継続 

  □ 利用終了 


